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津波避難ビル

長周期地震動

宅地地盤の液状化

エスカレータの落下対策

吊り天井の脱落対策

2



3

【津波①】津波避難ビルの構造上の要件整備に係る検討

津波に対し構造耐力上安全な建築物の設計法等
に係る技術的助言（平成23年11月17日）

津波避難ビル等の構造上の要件に係る暫定指針

津波防災地域づくりに関する法律

（平成23年12月27日施行）

平成23年国交告第1318号 「津波浸水想定を設定する際
に想定した津波に対して安全な構造方法を定める件」

平23年度基整促 「津

波危険地域における

建築基準等の整備

に資する検討」（東京

大学生産技術研究所・建

築研究所の共同研究）に

て得られた知見
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【津波②】津波避難ビル等の構造基準の合理化に係る検討

・ 平成24～25年度 基整促課題「津波避難ビルの構造基準の合理化に資する検

討」（（一社）建築性能基準推進協会、東京大学生産技術研究所、鹿島建設（株）と建築研究所と

の共同研究）において、水理実験や数値シミュレーションの実施をとおして、主に

以下の観点で津波避難ビル等の構造基準の合理化に資する検討を進めてい

る。

 開口を有する建築物に作用する津波波力と浮力に関する検討

 フルード数、遮へい物の高さ等の津波波力への影響に関する検討

 木造建築物の津波抵抗性能の向上に資する検討 など

水理実験の実施例



取組み

【入力地震動】

長周期地震動予測方法

→設計用地震動の提案

【建築物応答】

安全性等保有性能の把握、

応答解析技術の高度化

→技術資料とりまとめ

東日本大震災での揺れ

1F

52F

・超高層：例えば、

大阪府咲洲庁舎(
鉄骨造55階、256
ｍ）で大きな変位（
最大154cm）

・免震：免震層の部
材破損や脱落、鉛
ダンパーの亀裂、
残留変形、等

【長周期地震動①】 取組みの概要
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【入力地震動】

【長周期地震動②】 取組みの概要
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超高層設計用地震動(点
線）と対策試案波（実線）

【建築物
応答】

RC造超高層の震動台実験

免震用鉛ダンパーの震動台実験

擬
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速
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【長周期地震動③】 成果と今後の課題
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成 果
【入力地震動】

• 「超高層建築物等における長周期 地震動への対策
試案について（H22、国土交通省）」 への反映

• 東日本大震災の強震データに基づき予測手法を改良
【建築物応答】
• ＲＣ造、鉄骨造、免震について、主に構造安全性に関

する保有性能等の把握

今後の課題
• 内閣府等が検討中の南海トラフ巨大地震、首都直下地
震の長周期地震動シミュレーション結果との比較・妥当
性検討

• 首都直下地震による超高層建築物等の応答性状
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【宅地地盤の液状化①】 検討と成果

• ◎「住宅の液状化に関する情報の表示に係る基準の整備
に資する検討」（平成２３年度）

• ・液状化予測手法の妥当性についての検討
• ・地盤の液状化に関する情報表示についての検討

• ＝＞ 「液状化に関する情報提供を含む住宅性能表示
制度の改正について」（品確法、パブリックコメント済）

• ◎「小規模建築物に適用する簡易な液状化判定手法の
検討」（平成２４年度）

• 小規模建築物で使用される安価なＳＷＳ試験でのＦＬ法による液状
化判定の可能性と手法の適用性に関する検討

• ・ＳＷＳ試験からの標準貫入試験のＮ値の推定
• ・細粒分含有率や粘性土・砂質土の判定
• ・地下水位の測定
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【宅地地盤の液状化②】 簡易な液状化判定手法の提案1/2
・液状化判定は，ＳＷＳ試験による推定Ｎ値，計算Ｆc，測定地下水位

を用いて，建築基礎構造設計指針に準拠したＦＬ計算，Ｄcy計算に
より行う。（現段階での知見に基づく提案）

①調査深度：深度GL-10ｍ
・ＳＷＳ試験(JIS)の適用深度
・ＳＷＳサンプラーの採取可能深度
・液状化被災事例の適合性

②調査箇所数：戸建住宅
一敷地当たり原則１箇所

（土層が均一な場合）
③試料採取：深度GL-10ｍ

まで，1ｍ毎
④細粒分含有率 ＳＷＳ-Ｆc

採取試料の粒度試験(ふる
い分析試験)による

⑤地下水位：安定水位
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【宅地地盤の液状化③】 簡易な液状化判定手法の提案2/2
⑥液状化判定用の細粒分「計算Ｆｃ」：ＳＷＳ-Ｆｃに補正計算を適用

して算定
⑦推定Ｎ値：稲田式(砂)×0.8 による相関式から，1ｍ毎に算定

（Ｎsw上限を150 とする，推定Ｎ値≦10 ）
⑧地震外力：αmax＝200 gal，Ｍ＝7.5 を想定

（Ｌ１地震動を想定，建築基礎指針・小規模指針[中地震αmax=150
～200gal]との整合性を踏まえ安全側の判定を考慮）



これまでのエスカレーターの耐震基準（業界指針）

① 「昇降高さ×１／１００＋２ｃ
ｍ」以上の「かかり代」を設ける。

②固定部の強度を計算により確保

昇降高さ

東日本大震災においては、

「昇降機耐震設計・施工指針」（業界指
針）に従って設計されたエスカレーター
でも落下被害が発生

想定すべき建築物の層間変形角（指針
では１／１００）について見直しが必要
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【エスカレータ①】 被害と従来の指針
東日本大震災でのエスカレーター落下被害

仙台市幸町のショッピングセンター
（設計・施工 Ａ社）

郡山市のショッピングセンター
（設計・施工 Ｃ社）

仙台市泉大沢のショッピング
センター（設計・施工 Ｂ社）



十分な「隙間」

補強

十分な「かかり代」
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【エスカレータ②】 検討と基準化

Ｈ２３年度建築基準整備促進
事業による検討 （国総研、
建築研究所の技術協力）

国総研において、建築研究
所の協力を得て、「エスカ
レーターの落下防止対策に
係る技術基準原案」を作成
（意見聴取 対策試案：Ｈ２４
年７～９月、告示案：Ｈ２５年
４～５月）

建築基準法に基づき、新設エ
スカレーターへの基準適合を
義務づけ

（技術基準告示 Ｈ２５年１０
月公布、Ｈ２６年４月施行）

基準概要
１．仕様ルート

①十分な「かかり代」の確保
②脱落防止措置

２．大臣認定ルート
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【天井①】 東日本大震災での脱落等の被害

国土交通省HPより
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(1) 平成23年度建築基準整備促進事業（2011春～2012/3）

一般社団法人 建築性能基準推進協会（建研との共同研究（一部は技術指導））

(2) 「建築物における天井脱落対策試案」（意見募集2012/7 /31
～9/15）

(3) 建築基準法施行令及び関連省令並びに関連告示の制定・一部改正

案に関するご意見募集について（意見募集2013/2/28～3/29）

(4)建築基準法施行令の一部を改正する政令について 閣議決定

2013/7/9、公布2013/7/12、施行 2014/4/1

(5)関連告示の制定・改正 公布2013/8/5（官報 号外第170号）、施行

2014/4/1

「特定天井及び特定天井の構造耐力上安全な構造方法を定める件」（平25国
交告第771号）、等

(6)解説書、設計例の作成 2013/6～2013/9

【天井②】 検討と基準化等の経緯（概要）
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【天井③】 H23基準整備促進事業での検討の一例

スペクトル法の概念図
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【天井③】 新基準の概要

対象： 特定天井（高さ6m超、かつ、面積200㎡超、かつ、
質量2kg/㎡超の吊り天井）

検証ルート：仕様ルート、計算ルート、大臣認定ルート
のいずれかを選択

仕様の概要
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【天井④】 解説書作成に伴う検討の例

「釣合いよく」
→ゾーニング

基準適合のための具体
的な方法の検討例

試験法・評価法の整備
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天井ユニットの試験体の例

ユニット試験の結果と接合部試験か
ら計算された剛性の比較
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【天井⑤】 現在の取組み状況

検討対象

壁等との間に隙間のない吊り天井の耐震性に関する検討
（H25建築基準整備促進事業）

告示の仕様

静的面内圧縮試験による天
井面の耐力評価

動的加振試験による衝突時衝撃力
を含む外力等の評価


